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第１章 新型コロナウイルス感染拡大による国内農泊への影響 

 
福田 竜一  

 

１．はじめに 
 

本章では，主に 2020年における新型コロナウイルスCOVID-19（以下，「新型コロナ」）

の感染拡大が，国内の農泊に与えた影響と各地域の対応状況を，以下の三つの観点から分

析する。第 1に，2020年の新型コロナ感染拡大下における国内の宿泊施設の宿泊客数の激

減状況を確認した上で，農泊の宿泊者数の影響を，宿泊形態としての農泊等の特徴を踏ま

えつつ分析する。第 2 に，2020 年 4 月に発出された第 1 回目の「緊急事態宣言」の下にお

いて，農泊実践地域がどのような状況にあったのか，電子メールによる現地関係者への聞

き取り調査結果を報告する。第 3 に，第 1 回目の緊急事態宣言解除以降の農泊実践地域の

状況と，新型コロナ感染拡大の長期化による農泊実践地域の対応変化の見通しについて，

農泊実践地域の現地調査の結果からその特徴や課題を検討する。 

 
２．新型コロナ感染拡大による宿泊客数の激減 
 

（１）新型コロナ感染拡大の状況 

まず 2020 年１月から翌 2021 年 1 月における新型コロナ感染拡大に伴う主な出来事を時

系列で確認する（第 1-1 表）。2020 年の 1 月から 3 月にかけて，海外の新型コロナ感染拡

大国からの入国拒否の措置が取られはじめ，3月 24日に東京五輪・パラリンピックの延期

が決定された。4 月には米国，中国，韓国なども入国拒否の対象にされると，同月 7 日に

7 都府県に対して第 1 回目の緊急事態宣言が発令された。同月 16日に宣言対象は全国に拡

大され，13 都道府県は特定警戒都道府県に位置づけられた。5 月からは段階的に緊急事態

宣言は解除され，5 月 25 日に全国で緊急事態宣言が解除された。 

緊急事態宣言の解除後は，宣言で大きな打撃を受けた宿泊業や旅行業などを支援する

ため，7 月に「Go To トラベル事業」による宿泊代金の割引が予定よりも前倒しで実施さ

れた。10 月には地域共通クーポンの配布が開始され，適用除外されていた東京都内の旅

行と東京都在住者の旅行が割引対象となった。しかしその後，新型コロナ感染の再拡大を

受け，12 月 28 日には Go To トラベルが全国一斉で停止され，翌年 2021 年 1 月 8 日には 1

都 3 県に第 2 回目の緊急事態宣言が発令された。 
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第 1-1 表 新型コロナ感染拡大に関する主な出来事（2020 年 1 月～2021 年 1 月） 
年 月 日 主な内容 

2020 1 27 中国政府が海外への団体旅行を禁止 

 3 9 日本政府が中国と韓国に発給済みのビザの効力停止 

 3 19 イタリアなど 3か国の一部地域からの入国拒否の対象に追加 

 3 24 東京五輪・パラリンピックの開催延期を決定 

 3 27 欧州 21 か国とイラン全土を入国拒否の対象に追加 

 4 3 米国，中国，韓国など 49か国・地域を入国拒否の対象に追加 

 4 7 政府が 7都府県に緊急事態を発令 

 4 16 
緊急事態宣言の対象を全国に拡大 

（13 都道府県を特定警戒都道府県と位置づけ） 
 5 14 8 都道府県を除く 39 県で緊急事態宣言を解除 

 5 21 大阪，京都，兵庫の 3 府県で緊急事態宣言を解除 

 5 25 
首都圏 1 都 3県と北海道の緊急事態宣言が解除され，全国で緊急事態

宣言を解除 
 7 14 「観光ビジョン実現プログラム 2020」 

 7 22 Go To トラベル事業による宿泊代の割引を前倒して開始 

 10 1 
Go To トラベルによる地域共通クーポンの配布を開始。 

東京都内の旅行及び東京都在住者による旅行も割引対象に 

 12 3 
観光戦略実行推進会議 

「感染拡大防止と観光需要回復のための政策プラン」を決定 

 12 3 
Go To トラベルの期限延長を決定 

（2021 年 1月末から同年 6 月末へ） 

  12 28 Go To トラベルを全国一斉停止（2021 年 1月 11 日まで） 

2021 1 8 1 都 3 県に緊急事態宣言再発令（2021 年 2月 7 日まで） 

 1 8 Go To トラベルの全国一斉停止を延長（2021 年 2月 7 日まで） 

  1 14 7 府県を緊急事態宣言の対象に追加 

資料：各種報道等を基に筆者作成． 

 

（２）宿泊者数の激減と訪日外客の「蒸発」 

次に新型コロナ感染拡大による 2020 年における国内宿泊者数全体への影響を確認する。

第 1-1 図は観光庁「宿泊旅行統計調査」による 2019 年と 2020 年の月別の延べ宿泊者数で

ある。2020 年の延べ宿泊者数は，1 月は前年同月を上回ったが，2 月以後は前年同月数を

下回った。緊急事態宣言が発令された 4 月から 5 月は，前年同月比で▲80％超の減少に見

舞われた。 

緊急事態宣言が解除された 6 月以降，宿泊者数は徐々に回復していき，その後開始され

た Go To トラベル効果もあいまって，11 月には前年同月比▲30.5％にまで回復した。しか

し新型コロナ感染の再拡大により，12 月には再び減少幅拡大に転じた。なお先にみたよ
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うに 2020 年 3 月までには入国制限は大幅に強化されており，訪日外客は 3月に同▲93.0％，

さらに 4 月には同▲99.9％（実数 2,917 人）となった。この間，訪日インバウンドはまさ

に「蒸発」したといえ，5 月以降も新型コロナのパンデミックが収束することはなかった

ため，同年内に訪日外客数が回復することはなかった。 

 

 

第 1-1 図 国内延べ宿泊者数の推移（2019 年 1月～2020 年 12月） 

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」。 

 

（３）一般宿泊と農泊との宿泊数の比較 

農林水産省の調べ(1)によれば，2020 年 5 月から 2021 年 1 月の間における農泊の延べ宿

泊数は 465,888 人泊で，前年同期比▲51％の減少であった。他方，「宿泊旅行統計調査」

による同じ期間における国内の延べ宿泊数は 224,505,150 人泊で，前年同期比は農泊と同

じ▲51％の減少であった。 

さらに第 1-2 図から，農泊と全体の宿泊者数の推移を月別にみると，両者がほぼパラレ

ルに変化していたことがわかる。第 1-3 図から，前年同月比の減少率を比較しても，この

間，両者がほぼ同じように推移していた。 

このように新型コロナ感染拡大による影響について，一般的な宿泊と農泊の宿泊数に

は，全体として明確な違いは認められなかった。ただし，2020年 5月の最初の感染拡大時

と，2021年 1月の再度の感染拡大時においては，農泊の前年同月比の減少率が全体の宿泊

者数よりもやや大きく下押ししていた。つまり，新型コロナ感染拡大時と再拡大時のショ

ックは，農泊の方がやや大きく受けていた可能性を指摘できる。 
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第 1-2 図 国内延べ宿泊者数の推移（2020 年 5月～2021 年 1月） 

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」及び農林水産省（2020）より筆者作成。 

 

 
第 1-3 図 国内延べ宿泊者数の前年同月比率の推移（2020 年 5 月～2021 年 1 月） 

資料：前掲図に同じ。 
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（４）考 察 

農山漁村地域に宿泊し地域資源を活用した食事や体験等を楽しむ農泊が，新型コロナ感

染拡大の影響を受けやすい要因と，同じく農泊が受けにくい要因について，それぞれ「宿

泊施設」，「農山漁村地域」，「その他」の三つの観点から，以下のように整理することがで

きる（第 1-2 表）。 

 

第 1-2 表 新型コロナ感染拡大の影響に関する農泊の特徴 

 新型コロナ感染拡大の影響を 

農泊が受けやすい要因 

新型コロナ感染拡大の影響を 

農泊が受けにくい要因 

農
泊
の
特
徴 

宿泊施設 

農家民宿（民泊）の多くは，経営

主らの住む母屋に宿泊し，食事な

どの交流と体験をメインとするた

め，「三密」を避けにくい 

母屋と別の離れや古民家などの

「一棟貸」の施設であれば，他

者との接触機会を大きく減らす

ことが可能で，感染リスクも減

らしやすい 

農山漁村 

地域 

・経営主や地域内には高齢者が多

く，感染拡大地域からの宿泊客

から感染するリスクが意識され

やすい 

・農山漁村は医療体制が脆 弱
ぜいじゃく

な

ことが多く，外部からの受入れ

に消極的にならざるを得ない 

農山漁村地域は人口密度が低

く，感染者数も都市部に比べ少

ないことから，いわゆる「コロ

ナ疎開先」として注目された 

その他 

・緊急事態宣言が教育体験旅行の

集中期(4-5 月)と重なった 

・農泊自体が「不要不急」とみな

された 

・利用者に感染防止の観点から訪

問自粛の考えが広がった 

農泊のインバウンド利用割合は

概して低いため，入国制限の影

響もより少ない 

資料：筆者作成。 

 
 
農家が主に自宅（母屋）を宿泊施設とする農家民宿（民泊）の場合，その多くは母屋

で経営主ら家族と宿泊客が寝食をともにしていると考えられる。その場合，いわゆる経営

主と宿泊者らとの「三密（密集・密接・密閉）」は避けがたい。これに対し，施設数は非

常に少ないものの，古民家や町家などを改装した宿泊施設のうち，いわゆる「一棟貸し」

の施設では，宿泊客と他の客や従業員との接触機会を大幅に減らすことも十分に可能であ

る。このため，農泊の中でもこれらの宿泊施設では新型コロナ感染拡大下でも比較的安全

な宿泊先として注目を集めた面があった(2)。 

他方，農山漁村地域と都市的地域を比較すると，主に人口密度の違いなどから，新型

コロナの感染リスクに大きな違いがあると考えられているが，それは農泊にとってプラス
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の要因になる場合と，逆にマイナスの要因になる場合がある。また次節でみるように緊急

事態宣言発令下における農泊実践地域に対する聞き取りなどによれば，特に緊急事態宣言

下における農泊での外客受入れがさらなる感染拡大を招くリスクに対する不安は大きく，

農泊の受入れを続けるべきか否かという点で，地域には大きな葛藤を引き起こしていた。

その他にも，緊急事態宣言の発令時期の問題やインバウンドへの依存度の違いといった点

も，新型コロナ感染拡大の影響に関する違いをもたらす要因として考えられる。 

しかし，そのような違いはあるにせよ，新型コロナ感染の拡大過程とそこからの回復過

程において，農泊と他の宿泊形態の全体的な動向を見る限り，大きな違いは認められなか

った。この点については，さらなる分析が必要ではある。例えば，農泊では農業体験プロ

グラム等と連携していれば，宿泊施設は一般のホテルや旅館でも可能であり，特に取組開

始からの期間が間もない農泊地域では，既にあるホテルや旅館と連携して宿泊施設にして

いるところは少なくない。このようにそもそも農泊が他と比べ特殊な宿泊形態であるとは，

必ずしも言い切れないことなどが指摘できる。 

新型コロナの感染拡大初期において，農泊の宿泊客数の減少率が全体よりやや下押した

点に関しては，農泊の多くの宿泊形態で，他者同士の濃厚接触が避けられないこと，また

宿泊客・利用者側にも，感染者数が少ない農山漁村地域の宿泊先に，自らの訪問によって

感染拡大を招くような迷惑をかけたくないという意識が働きやすいなど，農泊の特徴や特

色がマイナスの要因として，一般の宿泊形態よりも強く働いた可能性があると考えられる。

逆に新型コロナ感染が収束し始めると，農泊が新型コロナ感染拡大の影響を受けにくい要

因がクローズアップされ，混雑する人気観光地等よりも観光需要が早く回復する傾向もあ

るかと推察される。 
 
３．緊急事態宣言発令による農泊実践地域への影響調査 
 

（１）調査方法と対象地域の概要 

本節では 2020 年 4～5 月に発令された第 1 回目の緊急事態宣言の影響について，農泊実

践地域に対する電子メールを用いた聞き取り調査を実施し，回答が得られた 3 地域の調査

結果を分析する。主な調査内容は，①宿泊客数の減少，②教育体験旅行の停止，③受入地

域としての反応とコロナ感染拡大防止対策，④当面の見通しの 4 項目である。ただし，地

域によっては的確な回答が得られなかった項目もあった。3 地域の概要は以下のとおりで

ある。 

A地域は畑作や酪農などの盛んな農業地帯である。グリーンツーリズムの開始当初は教

育体験旅行やツアーなどの団体客の受入れを行っていたが，必ずしも労力に見合った対価

が得られず，観光業としての自立性と地域の持続性を確保する観点から，教育体験旅行や

団体客の受入れをやめて，主に近隣からの個人旅行客をターゲットに変更した地域である。 

B 地域は，茅葺き屋根の古民家の農村集落での農家民宿，第三セクターによる温泉宿泊

施設の運営，キャンプ場の運営などを実施している農泊実践地域である。かつて主産業で
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あった林業の衰退で，30 年以上前からの長期間にわたるグリーンツーリズムの取組を地

域ぐるみで継続しており，個人客・団体客，教育体験旅行など幅広く広く受入可能な現在

の農村ツーリズムの体制を構築した地域である。 

C 地域は，一般家庭や農家による教育体験旅行の受入れに特化したグリーンツーリズム

にやはり長く取り組んできた農泊実践地域である。C 地域では，ビジネスとしてよりも，

農泊やグリーンツーリズムの持つ教育的あるいは社会的効果といった公益的な意義を重視

して，地域ぐるみで農泊やグリーンツーリズム等に取り組んでいる。 

 

（２）調査結果 

 

１）宿泊客等の激減 

A地域と B地域では新型コロナ感染拡大前にはインバウンドが多数訪れていたため，新

型コロナ感染拡大の影響は 2020 年 2 月の時点で既に現れていた。A 地域は，もともと冬

季は閑散期で客数が少ないが，A 地域を含む都道府県内全域で，宿泊や体験プログラムの

利用客が，やはり 2 月以降はほぼ途絶えてしまったということであった。 

また B地域では 2月上旬からインバウンドの宿泊や，農村レストランでの団体昼食の予

約キャンセルが始まったとのことであった。その後，国内旅行客の激減が始まり，3 月の

温泉施設の売上げは前年同月の 4 割弱，4 月の平日は予約ゼロの状況となり，平日のみの

休業を検討していた。茅葺き屋根の集落や道の駅では，団体旅行客のバスは全く見なくな

ったが，個人客は自家用車で多く訪れているとのことであった。 

 

２）教育体験旅行の停止 

教育体験旅行に特化した C 地域では，2020 年春の教育体験旅行が全て秋に延期か中止

が決定されており，非常に深刻な影響を受けていた。更に秋に延期予定とした学校でも，

「延期の延期」を今後検討せざるを得ない状況にあった。4～5月は教育体験旅行が 1年で

最も集中する時期にも関わらず，C 地域の協議会としての売上げはほぼゼロとなった。秋

のシーズンも不透明な状況となり，少なくとも 1 年間は事業が全くできなくなることを前

提に対策を講じることを想定していた。 

B 地域でも，4 月以降の国内外の教育体験旅行等は全てキャンセルされていた。例年，

利用実績のある都市部の小学校や大学等の教育体験旅行は，6 月までキャンセルされてお

り，7 月以後の実施も不透明であった。 

 

３）受入地域の反応と新型コロナ感染拡大防止対策 

C 地域の協議会の教育体験旅行等の受入れに対する姿勢は，新型コロナ感染拡大下にお

いても「来るものを拒まず」であったが，他方で「身内」の受入家庭（農家）や地域内か

ら，新型コロナ感染拡大下で地域外部からの客の受入れに対する反対意見が出てくるので

はないかと懸念していた。協議会としても滞在中の客や生徒らに新型コロナの発症があっ

12 13
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た場合，どう対処すればいいのかわからないと述べていた。万一，教育体験旅行実施中の

生徒から受入家庭に感染が拡大すると，地域全体に影響が生じるおそれもあり，引いては，

新型コロナ収束後の受入再開にも影響しかねないことを懸念していた。 

B 地域では，新型コロナ感染拡大が収束するまでは，積極的な誘客対策はできないとし

ており，宿泊施設などのウェブサイト上では，宿泊施設の新型コロナ対策情報を発信して，

安全性をアピールしていた。 

 

４）当面の見通し 

A 地域では，2020 年は翌年以降の準備期間として計画を練るつもりとした。また 2021

年秋に国際的イベントを予定していたが，「こういうときには焦っても仕方がないので，

いまは来年以降の目標や計画の見直しをするつもりで構える」としていた。 

また B 地域では，新型コロナ収束後，大規模なキャンペーンやインバウンドの取戻し

のための国内外での集客イベント，プロモーション活動を実施したいとしており，国や自

治体には助成措置を要望していた。 

 

５）小括 

先に全体の状況をみたように，個別の農泊実践地域においても，新型コロナ感染拡大

による最初の影響は 2020 年 2 月頃からのインバウンドの途絶という形から現れ始めた。

その後，同年 4 月の第 1 回目の緊急事態宣言の発令によって，いずれの農泊実践地域でも

宿泊客数はほぼゼロとなる深刻な事態に陥った。特に半年前から 1 年以上前に予約が入る

教育体験旅行は，同年秋以降の予定も早い段階でキャンセルが入っていたため，先を見通

せない状況にあった。さらに外部との交流による感染拡大へのおそれから，地域には外客

の受入れに否定的な態度が広がりつつあった。他方で，緊急事態宣言下でも一部の個人客

は，自家用車を利用した観光をしていたこともわかった。 

 
４．緊急事態宣言解除後の農泊実践地域の状況―おわりにかえて 
 

（１）緊急事態宣言の解除後 

2020 年 5 月の第 1 回目の緊急事態宣言の解除後は，7 月に Go To トラベルによる宿泊料

金の割引が開始されたことなどから，先にみたように宿泊数も徐々に回復する傾向にあっ

た。しかし翌 2021 年 1 月 8 日に 1 都 3 県で緊急事態宣言が再発令（2 回目）され，その後

も感染の拡大状況の変化に応じ，宣言等の解除と再発令が 9 月 30 日の全面解除に至るま

で，度々繰り返されており，この間 Go To トラベルは停止状態が続いた。 

このように国内旅行や移動に関する状況は極めて厳しいものであったが，全ての旅行

等が完全に停止したわけでもなかった。すなわち，自家用車などを利用した少人数の家

族・個人旅行は，「三密」を避けることができることから，比較的安全な旅行形態として

注目されていた。緊急事態宣言解除後の旅行再開も，修学旅行や団体旅行ではなく，近場

14
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の個人旅行客（マイクロツーリズム）が牽引した。 

教育体験旅行の受入れを主に行う農泊実践地域では，教育体験旅行が緊急事態宣言解

除後も依然として中止ないし延期されていることが多く，実施する場合でも，徹底した感

染対策は言うまでもなく，場合によっては，宿泊施設を個室が確保できるビジネスホテル

等への変更を余儀なくされた（第 2 章の西海市の事例）。片や農泊実践地域側にも，農家

民宿（民泊）には同居の高齢者がいることも多いことから，感染リスクの高さを懸念して，

受入れの断念若しくは規模縮小といった苦渋の決断を下さざるを得ないことも少なくなか

った。このように新型コロナ感染拡大の長期化による農泊の停止の長期化は，農泊取組主

体の取組に対するモチベーションを大きく低下させたおそれがある。 

 

（２）新型コロナ感染拡大の長期化による農泊実践地域の対応変化の見通し 

個人旅行の受入れを行う農泊実践地域では，インバウンドや富裕層，あるいは都市住

民から，地元住民らによるマイクロツーリズムへとその対象をじわりとシフトする動きも

一部に見られた。ワーケーションなどの新たな宿泊の需要創出は，アフター・コロナにお

いて重要なことは間違いないが，その取組はまだ端緒の段階であり，アクセスや通信イン

フラなどの面で不便な農山漁村がワーケーション先に選ばれるための方策も別途考える必

要があると考えられる。 

他方，教育体験旅行をメインとする農泊実践地域ではメインターゲットの変更はほぼ

不可能であった。少なくとも 2020 年はそれらの地域の農泊は多くの場合，ほぼ中止状態

となり，翌 21 年においても，新型コロナ感染拡大は収束せず，新型コロナ感染拡大前の

「日常性の回復」を待ち続けなければならない日々が続いた。 

農泊を支える地域協議会組織等では，第 2 章や第 4 章でもみるように新型コロナ感染拡

大対策の支援政策を活用した資金繰りの確保等が，長期にわたる休業などを余儀なくされ

た農家民泊では，取組へのモチベーションの維持が，それぞれ課題であったといえる。 

第 1-3 表は農泊実践地域や実践主体の経営・運営に関して，第 1-4 表は農泊実践地域の

構造と範域そしてコンテンツについて，それぞれビフォア・コロナとアフター・コロナで

どのように変化する，あるいは変化した可能性があるのか，筆者によるこれまでの農泊実

践地域への聞き取り調査結果や，各種報道資料などを基に，試論的にまとめてみたもので

ある。なお両表で提示したのは，新型コロナの感染拡大の前後で，全ての内容がそっくり

入れ替わるという主旨ではなく，アフター・コロナにおける農泊が，ビフォア・コロナの

農泊とは，多かれ少なかれ異なる取組に変えざるを得なくなったことは明らかであり，変

化しなければならないと考えられる事柄を，様々な観点から，なるべく具体的に 2021 年

12 月の脱稿時点において書き記したものと捉えていただきたい。 
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第 1-3 表 新型コロナ感染拡大による農泊の変化の可能性 

（農泊地域と個別主体の経営と戦略） 

  
ビフォア・コロナ 

における農泊 

アフター・コロナ 

における農泊 

戦
略 

外部 

要因 

（農泊

地域） 

「機会」 

国内各地からの団体旅行（教育体験

旅行や企業等の研修旅行），短期滞

在，インバウンド，東京オリンピック

2020 

Go To トラベル等による観光支援政策

の拡大，新たな農村ツーリズム需要の

創出・増大，旅館・ホテルや飲食店，体

験プログラムの実施者など地域内事業

者らとの連携 

「脅威」 

災害や疫病の発生，国際情勢の変

化による旅行需要の不安定性，取組

主体数の高齢化・減少,外部資本の

参入による地域内競争の激化 

宿泊者の新型コロナの発症，国や自治

体の観光業支援政策の打ち切り・制度

変更，地域人口の減少・高齢化 

内部 

要因 

（個別 

主体） 

「強み」 
リーズナブルな料金での宿泊，専門

知識や技能，経験不要，簡単な研

修だけで誰もが直ちに取組可能 

高級志向・高価格を反映した宿泊，一

棟貸し等の宿泊施設による「三密」回

避，多面的機能を有する「拠点施設」と

して地域内で確立された地位 

「弱み」 
取組内容の品質は個々の主体に

「おまかせ」。同一料金で質が異なる

宿が混在 

研修や訓練等を要する専門知識・技能

が不足，コストアップに耐えられない経

営体力の脆弱さ 

成
果 

アウト 

プット 

農泊 

地域 

農家民宿（農泊）数の増加，宿泊者

数・訪問客数の増加 

関係人口，移住の増加，農業生産の増

加，耕作放棄地の解消， 集落活性化 

個別 

主体 

自家の空き部屋活用，遊休農地等

の利用拡大 

世帯所得の増加，取組主体の収入源

の多様化，後継者の確保 

アウト 

カム 

農泊 

地域 

農山村地域の活力創造，都市農村

交流の活発化 

農林水産業と観光業の調和による  

持続可能な農泊実践地域の確立 

個別 

主体 
第二の人生における「生きがい」 

地域内外との交流拡大，生活基盤の確

立 

課
題 

農泊地域 
大規模団体旅行受入れのための農

家民宿（民泊）数の確保・地域全体

の受入れ規模の維持 

他組織・団体や他地域との連携・ネット

ワークの強化，移住・定住者の呼び込

み・取り込み 

個別主体 
体験コンテンツを増やす，マンネリ化

の打破 

経営・家計リスクの管理，外客に依存し

すぎない多角的ビジネスの構築 

資料：筆者作成。 
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第 1-4 表 新型コロナ感染拡大による農泊の変化の可能性（農泊実践地域の取組） 

  

  

ビフォア・コロナ 

における農泊 

アフター・コロナ 

における農泊 

構
造 

担い手 
定年退職者，高齢の在来農家，跡

継ぎに農業経営権を譲るなどし

て，現役を引退した「隠居世代」 

収入・所得の「新たな柱」を必要

とする若年者層・後継者世代，地

域に根ざすことを目指す起業家や

移住・定住者 

宿泊施設 母屋にある空き部屋の活用 
母屋とは別の「離れ」や，古民家

などを利用した「一棟貸し」など 

範
域 

取組の範囲 単独の市町村・旧町村・小学校区 
複数市町村との広域連携化（地域

間ネットワーク化） 

地域内 

関係 

地域住民 
関係者中心の「地域ぐるみ」で地

域住民は疎外 

一般住民も巻き込んだ「観光地域

づくり」 

地域関係 

組織・ 

団体 

農泊協議会，観光協会，商工会，

農協，行政（農林課，商工観光

課，教育委員会等）が各々活動 

地域づくり観光法人（DMO）注の

下，関係する組織・団体の活動が

一体化・一元化 

地域外関係 
団体旅行受入れにおける宿泊部屋

数の地域間融通等 

広域化による総合的・一体的なブ

ランド確立，コンテンツ等に関す

る相互補完 

コ
ン
テ
ン
ツ 

食事 
形態 ホストとの共同調理・飲食 ゲストの自炊や「泊食分離」 

食材利用 
地場農産物利用促進は個々の取組

主体レベルによる取組 

地場農産物利用を地域レベルで促

進 

交流・体験 
濃密・濃厚接触を伴う対面による

交流 

「三密」を回避し，衛生対策など

感染防止対策を講じた交流・体

験，非対面・非接触が可能な VR

による疑似的体験 

資料：筆者作成。 
注.「地域づくり観光法人（DMO）」とは Destination Management/Marketing Organization の和訳語である。JTB 総合

研究所「観光用語集」よると「DMO とは，観光物件，自然，食，芸術・芸能，風習，風俗など当該地域にある

観光資源に精通し，地域と協同して観光地域作りを行う法人のこと」とされる。 
https://www.tourism.jp/tourism-database/glossary/dmo/（2022 年 2 月 17 日参照）。 
 
アフター・コロナの農泊の課題は，本資料に掲載した各章の事例調査結果にもそれぞ

れ言及されているが，あえて一言でいえば，主に感染拡大の防止を目的とした生活様式の

激変という環境の変化に農泊としてどのように対応するのか，ということになるであろう。

しかし他方で，アフター・コロナの課題には，農泊の担い手の世代交代や，持続可能な農

泊の実現といった，ビフォア・コロナの頃から既に農泊の課題とされてきたような事項も

決して少なくないといえる。これは例えば ICT 技術を活用したワーケーションやテレワー

クのように，新型コロナ感染拡大以前からの社会的課題が，新型コロナの感染拡大による

対応として，ことごとく前倒しに実現されていったようなことが，農泊の取組においても

起こっているという意味である。 

新型コロナの感染拡大防止策としての「三密」の回避は，教育体験旅行などの団体旅

行を主な顧客としている農泊実践地域に対しては，より利益率の高い質の高い宿泊サービ

16 17
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ス等を求める傾向のある個人旅行の受入れの検討を迫るものであったともいえるが，現実

には教育体験旅行等に特化した地域ではそのような転換が難しく，新型コロナの感染が収

束するまで「やり過ごす」しかない状況にあった。もっとも教育体験旅行の受入れを行う

多くの家庭や農家にとって，それは基本的には副業や生きがいのためであり，農業や自営

業や年金などの主な収入源はあるため，主業等も大きな影響を受けていない限り，農泊を

休止した経済的影響は限定的であったともいえる。第 3 章のように，福祉事業が中心だっ

たため，新型コロナ感染拡大の影響がやはり限定的に抑えられたケースもあった。 

しかし，第 2 章でみるように教育体験旅行に取り組む農泊地域の事務局等はこの間に手

数料収入等がほぼゼロとなったため，新型コロナ関連対策による各種支援なしには立ち行

かなかった可能性が高い。また第 5 章で指摘されるように，地域の飲食店は新型コロナ感

染拡大により度々休業や時短営業などを余儀なくされていた。このように新型コロナ感染

拡大が農泊実践地域に与えた影響は明らかに一様ではなかった。 

他にもインバウンドや都市住民といった，農泊実践地域とは地理的距離のある場所に

所在する顧客らだけでなく，例えば隣接する市町村や同じ都道府県内といった比較的近場

に住む個人らを対象とするマイクロツーリズムの重要性が新型コロナ感染拡大で高まり，

さらなる取組によって，当該地域における関係人口や移住者の増加につなげていくことも，

新たな農泊の課題になったことなどがある(3)。 

最後に，新型コロナ感染拡大の渦中において，各種活動を休止せざるを得なかった各

農泊実践地域が，その間どのようにアフター・コロナを見通し，そのための備えや対策な

どをどこまで実行することができたかによって，その後の農泊実践地域の発展に違いをも

たらす可能性があることを指摘しておきたい。本章で取り上げたA地域のように，この危

機をいかに「やり過ごすか」を考え，同時にアフター・コロナの構想を練ることができた

事例として，他にも，第 4 章でみる長崎県西海市雪浦地区のように，逆境を逆手に取る形

で，各種コロナ支援政策を「前向きに」活用し，アフター・コロナを見据えた地域内の合

意形成などの準備などに取り組むことができたかどうかは，農泊実践地域としてのその後

の発展の違いをもたらす要因になるだろう。 

 
注（1）第 1 回「多様な地域資源の更なる活用に関する農泊推進研究会」（2021 年 7 月 9 日開催）に提出された資料

（農林水産省，2020）に掲載の農泊地域における 5～1 月の利用実績調査。 

（2）「一棟貸し」の宿泊施設では，従業員や他の宿泊者等との接触を極力減らすことができることをセールスポイ

ントの一つとしてアピールしていた。また，2020 年の Go To トラベルでは，旅行代金の 35％が一律で割引され

たことから，比較的高額な宿泊料金の施設への人気が集まったとされており，農泊でいえば，古民家の一棟貸施

設のようなより高価格帯の宿泊施設に人気が集まったと考えられた。ただし，観光庁の「Go To トラベル事業の

利用実績及び利用状況」によれば，2020 年 7～10 月の Go To トラベル事業における利用価格帯分布は，1 人当た

り宿泊代金 1 万円未満の割合が合計 66.9％（5 千円未満が全体の 25.8％，5 千円以上 1 万円未満が 41.1％）を占

めていたとしており，上述のような説が必ずしも適切だとは言えない。 

（3）なお筆者によるビフォア・コロナ時点における徳島県西部地域の農泊実態調査（福田ら，2020）では，観光
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の取組を移住者増加につなげることが明確に目標化されていたことを報告している。同地域は我が国における着

地型観光の先進地であり，農林業を含む地域内産業が長期にわたって衰退している過疎地域であるが，ビフォ

ア・コロナ時点において，関係人口や移住者の増加を着地型観光や農泊の取組における間接的な課題，ないしア

ウトカムと位置づけられていたといえる。 

 

［引用文献］ 

 

農林水産省（2020）「農泊をめぐる状況について」， 

https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/nouhakusuishin/attach/pdf/suishin_kenkyu-7.pdf（2021 年 12 月 24 

日参照）. 

福田竜一・草野拓司・寺林暁良(2020)「広域的総合農泊地域の可能性と課題 ―徳島県西部地域を対象と

して―」『農林水産政策研究』33：1-30． 

https://doi.org/10.34444/00000126.  

  

18 19





アクセシビリティレポート





		ファイル名 : 

		006第１章 新型コロナウイルス感染拡大による国内農泊への影響.pdf









		レポートの作成者 : 

		



		組織 : 

		







[環境設定／ユーザー情報ダイアログで個人と組織の情報を入力します。]



概要



文書のアクセシビリティの完全性を損なう可能性がある問題点が検出されました。





		手動チェックが必要: 2



		手動チェックに合格: 0



		手動チェックに不合格: 0



		スキップ: 1



		合格: 14



		不合格: 15







詳細レポート





		文書





		ルール名		ステータス		説明



		アクセシビリティ権限フラグ		合格		アクセシビリティ権限フラグの設定が必要



		画像のみの PDF		合格		文書が画像のみの PDF ではない



		タグ付き PDF		不合格		文書がタグ付き PDF である



		論理的な読み上げ順序		手動チェックが必要		文書構造により論理的な読み上げ順序が決まる



		優先言語		合格		テキスト言語の指定



		タイトル		合格		文書のタイトルがタイトルバーに表示されている



		しおり		合格		大きい文書にしおりが存在する



		色のコントラスト		手動チェックが必要		文書の色のコントラストが適切である



		ページコンテンツ





		ルール名		ステータス		説明



		タグ付きコンテンツ		不合格		すべてのページコンテンツがタグ付けされている



		タグ付き注釈		合格		すべての注釈がタグ付けされている



		タブの順序		不合格		タブの順序と構造の順序が一致している



		文字エンコーディング		合格		確実な文字エンコーディングの指定



		タグ付きマルチメディア		合格		すべてのマルチメディアオブジェクトがタグ付けされている



		画面のちらつき		合格		ページで画面のちらつきが発生しない



		スクリプト		合格		アクセシブルではないスクリプトなし



		時間制限のある応答		合格		ページが時間制限のある応答を必要としない



		ナビゲーションリンク		合格		ナビゲーションリンクが繰り返し使用されていない



		フォーム





		ルール名		ステータス		説明



		タグ付きフォームフィールド		合格		すべてのフォームフィールドがタグ付けされている



		フィールドの説明		合格		すべてのフォームフィールドに説明がある



		代替テキスト





		ルール名		ステータス		説明



		図の代替テキスト		不合格		図に代替テキストが必要



		ネストされた代替テキスト		不合格		読み上げられない代替テキスト



		コンテンツに関連付けられている		不合格		代替テキストはいくつかのコンテンツに関連付けられている必要がある



		注釈を隠している		不合格		代替テキストが注釈を隠していない



		その他の要素の代替テキスト		不合格		代替テキストが必要なその他の要素



		テーブル





		ルール名		ステータス		説明



		行		不合格		TR が Table、THead、TBody または TFoot の子である必要がある



		TH と TD		不合格		TH と TD が TR の子である必要がある



		ヘッダー		不合格		テーブルにヘッダーが必要



		規則性		不合格		テーブル内の各行の列数と各列の行数が同じである必要がある



		概要		スキップ		テーブルに概要が必要



		箇条書き





		ルール名		ステータス		説明



		箇条書き項目		不合格		LI は L の子である必要がある



		Lbl と LBody		不合格		Lbl と LBody は LI の子である必要がある



		見出し





		ルール名		ステータス		説明



		適切なネスト		不合格		適切なネスト










先頭に戻る



